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第40回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第40回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し

あげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各

ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのう

え、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「翻訳セ
ンター」または「コード」に当社証券コード「2483」を入力・検索し、「基本情
報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通
知／株主総会資料」欄よりご確認ください。

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）により
議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討
くださいまして、後述のご案内に従って2026年６月24日（水曜日）午後６時まで
に議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬具
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１．日 時 2026年６月25日（木曜日）午前10時

２．場 所 大阪市中央区本町橋２番８号
大阪商工会議所　５階
電話　06－6944－6268
(末尾の会場ご案内略図をご参照ください。)

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第40期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業

報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人お
よび監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第40期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算
書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する賞与

支給の件
４．議決権行使についてのご案内

     

記

（１）書面（郵送）による議決権行使の場合

　議決権行使書面に議案に対する賛否をご表示いただき、2026年６月24日

（水曜日）午後６時までに到着するようご返送ください。

（２）インターネットによる議決権行使の場合

　インターネットにより議決権を行使される場合には、次頁の「インターネ

ットによる議決権行使のご案内」をご高覧の上、2026年６月24日（水曜日）

午後６時までに議案に対する賛否をご入力ください。

（３）インターネットと書面（郵送）により、重複して議決権を行使された場合

は、インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたしま

す。また、インターネットによって複数回数議決権を行使された場合は、最

後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

（４）議決権行使書面において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の

　　意思表示をされたものとして取扱わせていただきます。

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申しあげます。

　なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト

および前頁に記載の各ウェブサイトにその旨、修正前および修正後の事項を掲載させてい

ただきます。

　本株主総会に関しましては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事

項を記載した書面をお送りしております。
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インターネットによる議決権行使のご案内

　インターネットにより議決権を行使される場合には、あらかじめ次の事項

をご了承いただきますようお願い申しあげます。

１．議決権行使ウェブサイトについて

　インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェ

ブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.web54.net

２．議決権行使の方法について

（１）パソコンをご利用の方

　上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載さ

れた「議決権行使コード」および「パスワード」をご利用になり、画面

の案内に従って賛否をご入力ください。

（２）スマートフォンをご利用の方

　同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使

ウェブサイトログインＱＲコード」を読み取りいただくことにより、

「議決権行使コード」および「パスワード」が入力不要のスマートフォ

ン用議決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。

　なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再

度ＱＲコードを読み取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コー

ド」および「パスワード」をご入力いただく必要があります。

　※ＱＲコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

３．議決権行使のお取扱いについて

（１）議決権の行使期限は、2026年６月24日（水曜日）午後６時までとなって

おりますので、お早めの行使をお願いいたします。

（２）インターネットと書面（郵送）により、重複して議決権を行使された場

合は、インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいた

します。また、インターネットによって複数回数議決権を行使された場合

は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事

業者の料金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。
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４．パスワードおよび議決権行使コードのお取扱いについて

（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認する

ための重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いくださ

い。

（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワー

ドの再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本株主総会に

限り有効です。

５．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

（１）本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作がご不明な場合は

下記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

[電話（フリーダイヤル）]　0120（652）031

（受付時間　9:00～21:00）

（２）その他のご照会は、以下のお問い合わせ先にお願いいたします。

ア．証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてにお問い合

わせください。

イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）

三井住友信託銀行　証券代行部

[電話（フリーダイヤル）]　0120（782）031

（受付時間　9:00～17:00　土・日・祝日および12/31～1/3を除く）
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（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況

 （1）当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種

政策の効果により、総じて緩やかな回復基調で推移いたしました。一方

で、米国の通商政策に伴う不透明感の継続や海外経済の減速、物価上昇

の継続、金融資本市場の変動等が景気の下振れ要因として引き続き注視

されており、先行きについては慎重な見方を要する状況が続いておりま

す。

　また当社を取り巻く事業環境は、機械翻訳（MT）や生成AIの普及によ

り大きく変化しており、これまで以上にAI・データ活用による事業競争

力の強化が重要な課題であると認識しております。

　このような経営環境のもと、当社グループは、2026年3月期～2028年3

月期を対象とする中期経営計画を踏まえ、翻訳支援ツール（CAT）、機

械翻訳（MT）、大規模言語モデル（LLM）などの自然言語処理技術を活

用したサービスの提供に加え、データ分析に基づく営業・マーケティン

グを推進し、事業競争力の強化に努めてまいりました。
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　これらの結果、当連結会計年度の経営成績につきましては、通訳事業

が過去最高の売上高を更新した一方で、コア事業である翻訳事業におい

て、米国の通商政策に対する不透明感を背景に、連結売上高は前期比

3.0％減の10,871百万円となりました。利益面につきましては、グルー

プ全体で経費削減に努めたものの、売上高の減少に伴う売上総利益の減

少により、営業利益は前期比20.7％減の705百万円、経常利益は前期比

17.3％減の748百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期に計上

した子会社株式売却益および東京本社移転に伴う移転補償金の反動減等

により、前期比36.1％減の462百万円となりました。

　各セグメントの経営成績は次のとおりであります。

(a)翻訳事業

　特許分野では企業の知的財産関連部署の一部大口顧客において受注が

減少した一方、新規大口顧客との取引開始および主要顧客である特許事

務所からの受注が増加し、売上高は前期比1.1％増の2,945百万円となり

ました。医薬分野では外資製薬における特定の大口顧客からの受注増加

および内資製薬における複数の大型案件の獲得があったものの、第２四

半期以降、CRO（医薬品開発業務受託機関）からの受注が減少したこと

もあり、売上高は前期並みの2,677百万円となりました。工業・ローカ

ライゼーション分野では米国の通商政策に対する不透明感を背景とし

た、自動車関連企業を中心とする顧客からの受注減少に加え、前期にエ

ネルギーおよびサービス関連企業から獲得した大型案件の反動減も影響

し、売上高は前期比15.3％減の1,930百万円となりました。金融・法務

分野では適時開示情報を対象とした新サービスの提供開始もありIR関連

文書の受注が増加した一方、法務関連文書等の受注減少と前期に獲得し

た官公庁の大型案件の反動減が影響し、売上高は前期比12.2％減の543

百万円となりました。
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　これらの結果、翻訳事業の売上高は前期比4.8％減の8,096百万円とな

りました。

(b)派遣事業

　派遣事業においては、高い語学力を持つ人材への底堅い需要から人材

紹介による紹介手数料収入は前期を上回る水準で推移したものの、常用

雇用者数が伸び悩み、売上高は前期比4.4％減の1,123百万円となりまし

た。

(c)通訳事業

　通訳事業においては、既存顧客である医薬品関連企業、電機・電子部

品メーカー、情報通信関連企業等からの継続的な受注に加え、複数のグ

ローバル会議案件と大型スポット案件を獲得した結果、売上高は前期比

11.4％増の1,323百万円となり、三期連続で過去最高を更新しました。

(d)その他

　その他のセグメントにおいては、コンベンション事業縮小に伴う減収

により、売上高は前期比3.6％減の328百万円となりました。

②　資金調達の状況

　該当事項はありません。

③　設備投資の状況

　当連結会計年度に実施いたしました設備投資総額は308百万円であ

り、その主たるものは、翻訳事業における基幹システム費287百万円で

あります。
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区 分
2022年度
第　37　期

2023年度
第　38　期

2024年度
第　39　期

2025年度
第　40　期

（当連結会計年度）

売 上 高
千円 千円 千円 千円

10,947,849 11,303,974 11,210,147 10,871,456

経 常 利 益
千円 千円 千円 千円

960,756 938,676 905,691 748,659

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

千円 千円 千円 千円

686,739 711,227 723,716 462,202

１株当たり当期純利益
円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

205.94 212.88 216.18 137.79

総 資 産
千円 千円 千円 千円

7,486,815 8,326,422 8,836,284 8,774,005

純 資 産
千円 千円 千円 千円

5,672,923 6,250,974 6,760,747 7,023,884

１株当たり純資産額
円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

1,700.12 1,869.60 2,018.02 2,092.43

(2) 直前３連結会計年度の財産および損益の状況

名 称 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ア イ ・ エ ス ・ エ ス 99,000千円 100％
通訳事業、派遣事業、
語学教育事業

株式会社メディア総合研究所 100,000千円 100％ 翻訳事業

株 式 会 社 パ ナ シ ア 45,000千円 100％ メディカルライティング事業

株式会社福山産業翻訳センター 10,000千円 100％ 翻訳事業

シ ト ラ ス ジ ャ パ ン 株 式 会 社 10,000千円 100％ ウェブ制作事業

(3) 重要な子会社の状況

（注）１．当社は、2025年10月１日付でシトラスジャパン株式会社の全株式を取得し、同社を連

結子会社といたしました。

２．当社は、2025年10月１日付で株式会社FIPASを吸収合併いたしました。
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(4) 対処すべき課題

当社は中期経営計画の着実な推進により、以下の課題解決に取り組んで

まいります。

➀ AI・データの活用による事業競争力の強化

当社グループのコアビジネスである翻訳事業が今後も持続的に成長して

いくためには、顧客企業のニーズに寄り添った専門性の高い翻訳サービ

スを提供し、顧客企業から継続的に支持される必要があると認識してお

ります。MT（機械翻訳）・LLM（大規模言語モデル）の活用によるサービ

スの競争力向上に加え、データドリブンな営業・マーケティング活動を

実践することで、顧客企業との長期的、安定的な関係の構築を推し進

め、シェア拡大を目指してまいります。

② 業務効率化の推進

当社グループは、利益率の維持・向上の取り組みとして、案件の工程設

計や進捗管理を担うプロジェクトマネージャの業務効率化が不可欠であ

ると認識しております。プロジェクトマネージャが蓄積してきた知識や

経験を体系化してシステムに実装することで、工程管理の精度を高め、

業務効率化を推し進めてまいります。

③ 安定した収益基盤の確立

当社グループは、専門性の高い翻訳サービスを中心に、通訳事業や派遣

事業も展開する総合的な言語サービス企業として、専門性の追求と事業

領域の拡大を推し進めてまいりました。今後のグループ全体の持続的な

成長に向け、資本効率を重視した事業ポートフォリオの最適化を進め、

経営資源を効果的に配分してまいります。また、成長の基盤となる人材

の育成や成長領域に対する投資に取り組んでまいります。経営資源の充

実と経営管理の厳格化を図ることで、安定した収益基盤を確立し、株主

価値の向上に努めてまいります。

当社は、これらの課題にグループ全体で真摯に取り組み、企業価値の向

上を目指してまいります。

(5) 主要な事業内容

　当社グループでは、特許、医薬、工業・ローカライゼーション、金融・

法務の主要４分野の翻訳サービスを提供する翻訳事業、翻訳者や通訳者な

どの人材を顧客企業に派遣する派遣事業、中小規模の国際会議や企業内会

議における通訳事業を主たる事業としております。また、イベントの企

画・運営を行うコンベンションや通訳者・翻訳者を養成する語学教育、企

業の外国特許出願支援、ウェブ制作をその他の事業としております。
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名 称 所 在 地

大 阪 本 社 大阪市

東 京 本 社 東京都港区

名 古 屋 営 業 部 名古屋市

名 称 所 在 地

株 式 会 社 ア イ ・ エ ス ・ エ ス 東京都港区

株 式 会 社 メ デ ィ ア 総 合 研 究 所 東京都港区

株 式 会 社 パ ナ シ ア 東京都港区

株式会社福山産業翻訳センター 広島県福山市

シ ト ラ ス ジ ャ パ ン 株 式 会 社 東京都新宿区

(6) 主要な拠点等

①　当社

②　子会社

（注）１．当社は、2025年10月１日付でシトラスジャパン株式会社の全株式を取得し、同社を連

結子会社といたしました。

２．当社は、2025年10月１日付で株式会社FIPASを吸収合併いたしました。

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

540名（134名） 5名減（5名減）

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減

391名（116名） 10名増（4名減）

(7) 従業員の状況

①　当社グループの状況

（注）臨時雇用者数（パートタイマー等を含んでおります。）は、最近１年間の平均人員を

　　（　）に外数で記載しております。

②　当社の状況

（注）臨時雇用者数（パートタイマー等を含んでおります。）は、最近１年間の平均人員を

　　（　）に外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況

　該当事項はありません。
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(1) 発行可能株式総数 10,280,000株

(2) 発行済株式の総数 3,369,000株（自己株式12,207株を含む）

(3) 株主数 2,931名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

エ ム ス リ ー 株 式 会 社 663,000株 19.75％

Ｕ Ｈ Ｐ ａ ｒ ｔ ｎ ｅ ｒ ｓ ３ 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合
無限責任組合員株式会社ＵＨＰａｒｔｎｅｒｓ３

257,300 7.66

Ｕ Ｈ Ｐ ａ ｒ ｔ ｎ ｅ ｒ ｓ ２ 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合
無限責任組合員株式会社ＵＨＰａｒｔｎｅｒｓ２

250,600 7.46

光 通 信 Ｋ Ｋ 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合
無 限 責 任 組 合 員 光 通 信 株 式 会 社

215,400 6.41

エ ス ア イ エ ル 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合
無 限責任組合員株式会社エスアイエル

186,200 5.54

内 藤 征 吾 100,000 2.97

東  郁 男 99,700 2.97

二 　 宮 　 俊 一 郎 67,900 2.02

秋 元 利 規 60,000 1.78

上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 59,800 1.78

株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役（監査等委員および社外役員を除く） 6,700株 4名

２．株式の状況（2026年３月31日現在）

(4) 大株主の状況（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（12,207株）を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

　　　当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

３．新株予約権等の状況
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（2026年３月31日現在）

　　　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に当社使用人等に職務執行の対価として交付した新株予約権

の状況

　　　該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等の状況

　　　該当事項はありません。
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氏 名 地位および担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

二 　 宮 　 俊 一 郎 代 表 取 締 役 社 長

株式会社メディア総合研究所
代表取締役社長
株式会社福山産業翻訳センター
代表取締役社長
一般社団法人日本翻訳連盟 会長

武 山 佳 憲

取 締 役 　 営 業 統 括
兼  医 薬 本 部 長  兼
医薬本部制作部長 兼
マーケティング部長

株式会社パナシア 代表取締役社長

魚 谷 昌 司
取 締 役 　 管 理 統 括
兼  経 理 部 長

―

西 野 奈 々 取 締 役 　 業 務 統 括 ―

大 　 西 　 耕 太 郎 取締役（常勤監査等委員）
公認会計士大西耕太郎事務所 代表
株式会社NEX T  C E N T U R Y  取締役
株式会社HAYAWAZA 取締役

山 本 　 淳 取締役（監査等委員）

弁護士法人堂島法律事務所
パートナー弁護士
ステラケミファ株式会社
社外取締役（監査等委員）
株式会社レボインターナショナ
ル 社外監査役

村 田 淳 一 取締役（監査等委員） ―

４．会社役員の状況

(1) 取締役の状況（2026年３月31日現在）

（注）１. 取締役（常勤監査等委員）大西耕太郎氏、取締役（監査等委員）山本淳氏、取締役

（監査等委員）村田淳一氏は社外取締役であります。

　　　２. 当社は、取締役（常勤監査等委員）大西耕太郎氏、取締役（監査等委員）山本淳

氏、取締役（監査等委員）村田淳一氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

　　　３. 取締役（常勤監査等委員）大西耕太郎氏は、公認会計士および税理士の資格を有し

ており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

　　　４. 取締役（監査等委員）山本淳氏は、弁護士の資格を有しており、法務事項に関する

専門的な知識を有しております。

　　　５. 取締役（監査等委員）村田淳一氏は、システム・IT技術に関する豊富な知識と経験

を有しております。

　　　６. 監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く）から

の情報収集および重要な社内会議における情報共有ならびに内部監査室と監査等委

員会との十分な連携を可能とすべく、大西耕太郎氏を常勤監査等委員として選定し

ております。
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区 分 人 数 基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等 報酬等の総額

取締役（監査等委員を除く） 4名 87,600 22,000 13,073 122,673千円

取締役（監査等委員） 3名 24,000 - - 24,000千円

合 計
( う ち 社 外 役 員 )

7名
(3名)

111,600
(24,000)

22,000
（-）

13,073
（-）

146,673千円
(24,000千円)

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、取締役（常勤監査等委員）大西耕太郎氏、取締役（監査等委員）山

本淳氏、取締役（監査等委員）村田淳一氏との間で会社法第423条第１項の損

害賠償責任につき、善意でかつ重大な過失がないときは、法令の定める額を限

度として、その責任を限定する契約を締結しております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、当社および当社子会社におけるすべての取締役(監査等委員である

取締役を含む。）、監査役を被保険者とした、会社法第430条の３第１項に規

定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間で締結してお

り、当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を

負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じるこ

とのある損害が塡補されます。なお、保険料は全額当社が負担しており、故意

または重過失に起因する損害賠償請求は上記の保険契約により塡補されませ

ん。

(4) 取締役の報酬等の総額

(5) 基本報酬の内容

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、株主総会にて決議された

限度額の範囲で、担当職務、各期の業績、貢献度等を総合的に勘案して決定し

ております。
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（6) 業績連動報酬等に関する事項

　業績連動報酬等は、連結営業利益を主要な指標として勘案しつつ、配当、従

業員の賞与水準や過去の支給実績等を総合的に勘案して支給の有無と支給の場

合の総額を取締役会で決定し、株主総会決議を経て支給しております。

　連結営業利益を主要な業績指標として選定した理由は、中期経営計画にて経

営指標として定めており、事業年度ごとの会社業績向上に対する意識を高める

ためであります。

　当事業年度の連結営業利益は、「連結損益計算書」に記載のとおりです。

（7) 非金銭報酬等の内容

　非金銭報酬等は、企業価値の持続的な向上を図るとともに、株主の皆様との

一層の価値共有を進めることを目的として、取締役（監査等委員である取締役

を除く。）に対して株式報酬を交付しております。

　当該株式報酬の内容は、譲渡制限付株式であり、その交付状況は、「２.株

式の状況（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式

の状況」に記載のとおりです。

（8) 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　2019年６月26日開催の第33回定時株主総会の決議による取締役（監査等委員

である取締役を除く。）の報酬限度額は年額216百万円以内であります（使用

人兼務取締役の使用人分の給与は含まれておりません。）。当該定時株主総会

終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名です。ま

た、当該金銭報酬とは別枠で、同定時株主総会において、株式報酬の報酬限度

額を年額20百万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締

役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名です。

　2019年６月26日開催の第33回定時株主総会の決議による監査等委員である取

締役の報酬限度額は年額48百万円以内であります。当該定時株主総会終結時点

の監査等委員である取締役の員数は３名です。
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(9) 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等

 ①　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

　 　企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能し、株

主利益とも連動した報酬体系を構築するため、2021年２月12日開催の取締

役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議いた

しました。

 ②　具体的な報酬方針

　  ア. 基本方針

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の報酬

は、優秀な人材を確保・維持できる水準を勘案しつつ、当社グループの

業績向上および企業価値の増大へのモチベーションを高めることを主眼

においた報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を

踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。具体的に

は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等および非金銭報酬等に

より構成しております。

　  イ. 基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える

時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、株主総会にて決議

された限度額の範囲で、担当職務、各期の業績、貢献度等を総合的に勘

案して決定するものとしております。

　  ウ. 業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定

方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関

する方針を含む。）

　業績連動報酬等は、連結営業利益を主要な指標としつつ、配当、従業

員の給与水準、過去の支給実績等を総合的に加味して支給の総額を取締

役会で決定し、株主総会の決議を経て、賞与として毎年一定の時期に支

給いたします。

　　　　非金銭報酬等は、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的

として、株式報酬を交付しております。当該株式報酬の内容は、譲渡制

限付株式であり、株主総会にて決議された年間の株式総数を上限に、原

則として毎年一定の時期に、対象取締役は、当社との間で譲渡制限付株

式割当契約を締結したうえで、役位に応じて決定された数の当社普通株

式につき処分または発行を受けます。株主価値の共有を中長期にわたっ
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役 位 基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

代表取締役 60～70％ 20～30％ 10％

取締役 60～70％ 15～25％ 10％

て実現するため、譲渡制限期間は、当該割当株式の払込期日から30年間

といたします。

　  エ. 基本報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の個人別

の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　　　　当社の取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規

模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準に

照らし、監査等委員会の審議を踏まえて、取締役会で決定することとい

たします。なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、以下のとおりで

す。

　  オ. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　　　　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長がそ

の具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取

締役の基本報酬の額および各取締役の担当職務の業績を踏まえた賞与の

評価配分としております。なお、株式報酬については、取締役会で取締

役個人別の割当株式数を決議しております。

 ③ 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うもの

であると取締役会が判断した理由

　　　　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、監査等委員会の

意見を尊重して検討を行っているため、決定方針に沿うものであると判

断しております。

(10) 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　当事業年度においては、2025年６月26日開催の取締役会にて代表取締役社長

二宮俊一郎氏に取締役の個人別の報酬額の具体的内容の決定を委任する旨の決

議をしております。その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額および各取締

役の担当業務の実績を踏まえた賞与の評価配分であり、これらの権限を委任し

た理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当業務の評価を行うには

代表取締役社長が最も適しているからであります。なお、株式報酬について

は、取締役会で取締役個人別の割当数を決議しております。
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地 　 位 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況

取締役（常勤監査等委員） 大 　 西 　 耕 太 郎
公認会計士大西耕太郎事務所 代表
株式会社NEXT CENTURY 取締役
株式会社HAYAWAZA 取締役

取締役（監査等委員） 山 本 　 淳

弁護士法人堂島法律事務所 パートナー弁護士
ステラケミファ株式会社
社外取締役（監査等委員）
株式会社レボインターナショナル
社外監査役

地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況 等

取締役（常勤監査等委員） 大 　 西 　 耕 太 郎

・取締役会20回のすべてに出席。
・監査等委員会14回のすべてに出席。
・経営全般に亘り、適法性、適正性、

妥当性の観点から意見の表明を行っ
ております。

・公認会計士および税理士としての専
門的知見を活かして、当社の財務や
会計面で取締役会での監督監視の役
割を担っております。

取締役（監査等委員） 山 本 　 淳

・取締役会20回のすべてに出席。
・監査等委員会14回のすべてに出席。
・経営全般に亘り、適法性、適正性、

妥当性の観点から意見の表明を行っ
ております。

・会社経営に関する法務領域に高い専
門性を有し、当社の法務面において
取締役会での監督監視の役割を担っ
ております。

取締役（監査等委員） 村 田 淳 一

・取締役会20回のすべてに出席。
・監査等委員会14回のすべてに出席。
・経営全般に亘り、適法性、適正性、

妥当性の観点から意見の表明を行っ
ております。

・システムとIT技術に関する豊富な知
識と経験を有し、当社の情報システ
ム面において取締役会での監督監視
の役割を担っております。

(11) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

（注）当社と上記兼職先との間には特別の関係はありません。

② 主な活動状況および期待される役割に関して行った職務の概要
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32,400千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

32,400千円

５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 上記金額には金融商品取引法に基づく監査に対する報酬を含めております。

　　　２. 監査等委員会は、経理部担当取締役、経理部および会計監査人から必要な資料の入

手、報告を通じて、会計監査人の監査計画の内容、職務の執行状況、報酬見積りの算

出根拠について確認、検証した結果、提示された報酬額を妥当と判断し同意いたしま

した。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに

該当すると認められた場合に、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査

人を解任いたします。

　上記の事由に該当する事実がある場合のほか、監査等委員会は、会計監

査人の適正な職務の遂行が困難であると認められた場合、または監査の適

切性または効率性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であると判

断された場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人EY新日本有限責任監査法人は、会社法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責

任限度額は、金30,000千円と法令の定める最低責任限度額のいずれか高い

額としております。
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６．業務の適正を確保するための体制
  取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以
下のとおりであります。
(1) 当社および子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合

することを確保するための体制
①　当社および子会社の取締役および従業員を対象とする「グループ企業行

動規範」、「コンプライアンス規程」および「コンプライアンスガイド」
を定め、法令、定款および社内規程の遵守・徹底を図るとともに、当社グ
ループ全体のコンプライアンス体制の整備を推進しております。

②　コンプライアンス上の問題の情報共有、未然防止のために、コンプライ
アンス担当取締役を委員長とし、当社および子会社の取締役および従業員
で構成されるコンプライアンス委員会を設置しています。また、コンプラ
イアンス上の問題の早期発見および対応のため、当社および子会社の従業
員を対象として、社内および社外の相談窓口（コンプライアンス・ヘルプ
ライン）を設置しています。

③　重大なコンプライアンス違反が発生した場合は、コンプライアンス担当
取締役は社内および社外の相談窓口あるいは関連部署に事実関係を確認の
うえ、直ちに取締役会および監査等委員会に報告します。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報は、法令および社内規程に基づき、文書ま
たは電磁的媒体に記載・記録して適切な保存管理を行っております。ま
た、取締役は、常時これらの文書等の閲覧が可能です。

(3) 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社および子会社の事業遂行にあたり発生しうるリスクを平常時の段階
で想定するとともに、リスクが現実化した場合の意思決定、役割分担、具
体的対応に関する体制を規定するため、当社および子会社を対象とする
「リスクマネジメント規程」を制定し運用します。

②　当社グループ全体におけるリスクマネジメントを推進するため、「リス
ク管理委員会」を設置し、経営に重大な影響を及ぼす重要リスクを想定し
ます。想定された重要リスクについては指定を受けた責任部門において、
対応策の策定・リスク低減活動の実施等を、合理的かつ適切な方法で管理
します。

③　当社または子会社において重要リスクが現実化した場合に、損失を最小
限にとどめるために、代表取締役またはその指名する者を本部長とする対
策本部を設置し、情報および権限、意思決定の一元化を図り、迅速かつ適
切な対応を行います。

(4) 当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す
るための体制

①　取締役会は、取締役会規程に基づき定期的に開催するとともに、必要に
応じ適宜臨時に開催して重要事項の決定を行い、相互に業務執行の監督を
行っております。

②　取締役と各部署の責任者を構成メンバーとし、経営戦略の浸透および各
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部署の適時適切な現状報告を目的とした経営会議を月１回開催しておりま
す。

③　子会社の取締役の職務の執行に関しては、その自主性を尊重するととも
に、当社グループ全体の適正かつ効率的な運営に資するため、「関係会社
管理規程」を制定しております。

④　子会社の重要な意思決定に関わる事項については、当社取締役会の決議
を経ることとし、当社グループ全体のガバナンスの維持・強化を図ってお
ります。

⑤　連結ベースの中期経営計画および年度経営計画を策定し、当社および子
会社における適正かつ効率的な経営を執行します。

(5) 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　子会社の取締役の職務の執行に関し、当社取締役会・経営会議等におい
て、定期的な報告の機会を設けることとしております。

(6) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項
　監査等委員会がその職務を補助する取締役または使用人を設置すべきこ
とを求めた場合、取締役会は監査等委員会と協議の上、内部監査担当者を
監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人として指名すること
とします。

(7) 前号の取締役および使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）からの独立性に関する事項ならびに当該取締役および使用人に対す
る指示の実効性の確保に関する事項

①　監査等委員の職務を補助の期間中、その使用人への指揮命令権は監査等
委員に専属し、取締役の指揮命令権が及ばないものとします。

②　監査等委員会の職務を補助する使用人に対する人事異動等の事項は、事
前に監査等委員会の同意を要するものとします。

(8) 当社および子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使
用人が監査等委員会に報告をするための体制その他監査等委員会への報告
に関する体制

①　当社の代表取締役および取締役は、取締役会等の重要な会議において、
随時その担当する業務の執行状況を報告します。

②　当社および子会社の取締役および使用人は監査等委員の監査が実効的に
行われることを確保するため、職務執行に関する以下の事項について速や
かに監査等委員会に報告および情報提供を行います。

 　　　・会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実
 　　　・法令・定款に違反する恐れのある事項および不正行為
 　　　・毎月の会計関連資料
 　　　・内部監査室が実施した監査結果
 　　　・コンプライアンス相談窓口への通報状況
 　　　・上記以外のコンプライアンス上重要な事項

③　前記にかかわらず、当社および子会社の取締役および従業員は、当社監
査等委員から業務執行に関する事項について報告を求められた時は、速や
かに適切な報告を行います。

④　監査等委員は子会社の監査役との間で定期的に意見交換および情報交換
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を行います。
(9) 監査等委員会に報告をした者が報告をしたことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保するための体制
　当社監査等委員会に報告を行った者が、報告を行ったことにより不利な
取扱いを受けないようにするため、報告者およびその内容に関する情報に
ついて管理する体制を整備します。

(10) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続そ
の他のその職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針
に関する事項

　監査等委員がその職務の執行について費用の前払または償還を請求した
時は、その請求に係る費用が監査等委員の職務の執行に必要でないことを
当社が証明した場合を除き、速やかにその費用の前払または償還を実施す
るものとします。また、職務の執行について生ずる債務の処理についても
同様とします。

(11) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査等委員は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程および業務の執

行状況を直接確認するため、重要な会議に出席するとともに、主要な稟議
書やその他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役ま
たは使用人に説明を求めることが可能な体制とします。

②　監査等委員は代表取締役ならびに会計監査人との間で定期的に協議し、
意見交換と情報の共有化を図ります。

(12) 財務報告の信頼性を確保するための体制
①　財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のある
国内外の法令に基づき、評価、維持、改善等を行います。

②　当社の各部門および子会社は、自らの業務の遂行にあたり、職務分離に
よる牽制、日常的モニタリング等を実施し、財務報告の適正性の確保に努
めます。

(13) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
①　反社会的勢力排除に向けて、「反社会的勢力への対応に関する規程」を
整備し、取引の開始にあたり反社会的勢力でないことの確認を徹底するな
ど組織的に対応することとしております。

②　反社会的勢力への対応に関する教育と啓蒙活動を通じ、従業員全員に周
知徹底を図るとともに、人事総務部を対応部署として必要に応じ外部専門
機関との連携を図る体制を整えております。
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７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
  当社グループにおけるコンプライアンスをはじめとするリスク管理の運

用状況は以下のとおりであります。

・コンプライアンス体制に関しては、コンプライアンス委員会を定期的に

開催し、当社グループにおける課題と対応に関する情報共有および意見

交換を行いました。コンプライアンス委員会においては、啓蒙活動とし

てコンプライアンス研修の実施や情報発信により、従業員に対する注意

喚起と周知徹底を図っております。また、内部通報制度について、外部

相談窓口を当社グループ内に周知することにより、効果的な情報収集を

図っています。

・顧客の情報や個人情報等に対する情報セキュリティ体制に関しては、

ISMS（ISO27001)やプライバシーマークの認証に基づいたリスクマネジ

メントプロセスを導入しております。具体的には、リスク評価に基づき

選定した課題について年間計画等を策定し、情報管理委員会や経営者に

よる評価を定期的に受けるほか、役職員に向けての情報発信や研修の実

施による啓蒙活動を行っております。

・リスク管理体制に関しては、当社では、リスク管理委員会を定期的に開

催し、リスク情報を一元的・網羅的に収集・評価して重要リスクを特定

し、その重要性に応じたリスク対応を進めております。また、グループ

会社においても、個別に実施したリスクアセスメントに基づき対応を行

っております。

・取締役の業務執行に関しては、当社では、取締役会を当期20回開催のう

え、重要な審議事項に対して取締役および監査等委員それぞれが活発な

意見交換を行っております。また、中期経営計画とそれに基づく年度事

業計画については、役員および経営幹部が出席する定期的な経営会議等

において進捗管理を行っております。

・監査等委員会の監査に関しては、当社では、監査等委員会は代表取締役

を始め各取締役および各部室長と定期的な会合を実施しているほか、会

計監査人より年１回の監査報告、年３回の四半期レビュー報告を受けて

連携を図り、監査の実効性の確保、向上に努めております。

・グループ会社の経営管理に関しては、当社がグループ会社に派遣した取

締役や監査役を通じ、適正な経営基盤やガバナンスの整備、および運営

等に対する経営監督を行い、定期的な取締役会の開催・年度および月次

での営業活動等の報告を定期的に受けることにより、グループ会社の重

要な業務執行について適切に管理しております。

　本事業報告中の記載金額および％は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示していま

す。
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（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部） （負 債  の  部）

【流 動  資  産】

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

仕 掛 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【固 定  資  産】

（有形固定資産）

建 物 及 び 構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

そ の 他

（無形固定資産）

の れ ん

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

7,275,376

5,047,753

1,848,226

121,269

127,184

131,202

△261

1,498,629

190,308

146,393

18,501

25,413

0

379,161

60,922

306,122

12,116

929,159

375,701

160,516

183,710

210,445

△1,213
　

【流 動  負  債】 1,505,488

買 掛 金 692,712

１年内返済予定の長期
借 入 金

4,800

未 払 法 人 税 等 114,279

返 金 負 債 2,362

賞 与 引 当 金 286,621

役 員 賞 与 引 当 金 23,000

そ の 他 381,712

【固 定  負  債】 244,632

長 期 借 入 金 12,400

役員退職慰労引当金 11,408

退職給付に係る負債 220,824

負 債 合 計 1,750,121

（ 純 資 産 の 部 ）

【株 主  資  本】 6,947,779

資 本 金 588,443

資 本 剰 余 金 478,823

利 益 剰 余 金 5,910,311

自 己 株 式 △29,797

【その他の包括利益累計額】 76,104

退職給付に係る調整累計額 76,104

純 資 産 合 計 7,023,884

資 産 合 計 8,774,005 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,774,005

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,871,456

売 上 原 価 5,718,071

売 上 総 利 益 5,153,385

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,447,591

営 業 利 益 705,793

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,894

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 29,384

為 替 差 益 2,340

そ の 他 1,492 43,112

営 業 外 費 用

支 払 利 息 186

雑 損 失 60 247

経 常 利 益 748,659

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 786

減 損 損 失 36,507 37,293

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 711,365

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 258,186

法 人 税 等 調 整 額 △9,023 249,163

当 期 純 利 益 462,202

親会社株主に帰属する当期純利益 462,202

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 588,443 478,823 5,703,194 △46,303 6,724,157

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △251,263 △251,263

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

462,202 462,202

自 己 株 式 の 取 得 △157 157 －

譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 △3,664 16,348 12,683

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当
連結会計年度変動額（純額)

当連結会計年度変動額合計 － － 207,116 16,505 223,622

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 588,443 478,823 5,910,311 △29,797 6,947,779

その他の包括利益累計額

純資産合計退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 合 計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 36,590 36,590 6,760,747

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △251,263

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

462,202

自 己 株 式 の 取 得 －

譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 12,683

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当
連結会計年度変動額（純額)

39,514 39,514 39,514

当連結会計年度変動額合計 39,514 39,514 263,136

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 76,104 76,104 7,023,884

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数      ５社

連結子会社の名称

株式会社アイ・エス・エス、株式会社メディア総合研究所、株式会社パナシア、

株式会社福山産業翻訳センター、シトラスジャパン株式会社

当連結会計年度において、シトラスジャパン株式会社の株式を取得し子会社化した

ため、連結の範囲に含めております。

また、株式会社FIPASについては2025年10月１日付で当社と合併したため、連結の

範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数      １社

主要な会社名

ランゲージワン株式会社

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券………………市場価格のない株式等について、移動平均法による原

価法によっております。

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品…………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）によっており

ます。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

　当社及び連結子会社は定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物………………８～18年

工具、器具及び備品…………３～15年

ロ．無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。
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③重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金……………………債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

ロ．賞与引当金……………………従業員の賞与支給に備えて、支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金………………役員の賞与支給に備えて、支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金…………役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく当連

結会計年度末要支給額を計上しております。

なお、当社において当制度は2006年６月９日開催の取

締役会において廃止となり、「役員退職慰労引当金」

は制度廃止日に在任している役員に対する支給予定額

であります。

④のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５～10年間の定額法により償却を行っております。

⑤退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用

　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑥収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社は報告セグメントごとに成果物及びサービスの提供を行っており

ます。各報告セグメントにおける顧客との契約から生じる収益に係る履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する時点）は以下のとおりでありま

す。なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融

要素は含まれておりません。
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イ．翻訳事業

　翻訳事業においては、特許、医薬、工業・ローカライゼーション、金融・法務等の

分野において、技術文書やビジネス文書等の産業翻訳のサービス提供を行っておりま

す。顧客からの依頼に基づき、翻訳文等の成果物を納品しており、成果物を納品した

時点で、顧客が支配を獲得し、支払を受ける権利が確定するため、履行義務が充足す

ると判断し、その時点で収益を認識しております。また、一部の特定顧客との契約に

おいては、顧客先での検収が履行義務の充足の条件となっております。そのため、顧

客先での検収が完了した時点で、顧客が支配を獲得し、支払を受ける権利が確定する

と判断し、その時点で収益を認識しております。なお、これらの収益は顧客との契約

において約束された対価（販売システムに登録された登録単価に納品時に確定される

文字数等を乗じた金額）で測定しておりますが、ボリュームディスカウントが適用さ

れる場合の対価はリベートを控除した金額で測定しております。当社グループが当事

者として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額で収益を表示して

おり、当社グループが第三者のために代理人として取引を行っている場合には、顧客

から受け取る対価の総額から第三者のために回収した金額を差し引いた手数料の純額

で収益を計上しております。

ロ．派遣事業

　派遣事業においては、主に顧客企業内において機密保持上、社外に持ち出せない文

書類等の翻訳業務を行う翻訳者派遣や顧客企業内で通訳業務に従事する通訳者派遣を

行っております。顧客からの依頼に応じて一定期間に係る契約を締結し、その期間を

通じて派遣社員が役務を提供しており、当該役務の提供について履行義務を識別して

おります。当該契約では、派遣社員の役務の提供が完了した時点に履行義務が充足さ

れるため、当該時点で収益を認識しております。

ハ．通訳事業

　通訳事業においては、主に企業内で行われる会議や中小規模の国際会議における通

訳業務を受託しております。顧客からの依頼に応じて、通訳者を手配し、通訳サービ

スを提供しており、当該サービスの提供について履行義務を識別しております。当該

契約では、通訳者の役務の提供が完了した時点に履行義務が充足されるため、当該時

点で収益を認識しております。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）
合計

翻訳事業 派遣事業 通訳事業 計

売上高

翻訳

　特許 2,945,107 － － 2,945,107 － 2,945,107

　医薬 2,677,482 － － 2,677,482 － 2,677,482

　工業・ローカ

　ライゼーション
1,930,015 － － 1,930,015 － 1,930,015

　金融・法務 543,823 － － 543,823 － 543,823

人材派遣 － 1,123,622 1,123,622 － 1,123,622

通訳 － － 1,323,331 1,323,331 － 1,323,331

その他 － － － － 328,074 328,074

顧客との契約から

生じる収益
8,096,428 1,123,622 1,323,331 10,543,382 328,074 10,871,456

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への

売上高
8,096,428 1,123,622 1,323,331 10,543,382 328,074 10,871,456

２．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、外国出願支援

　　　事業等を含んでおります。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）

受取手形

売掛金

電子記録債権

4,346

2,069,840

126,424

顧客との契約から生じた債権（期末残高）

受取手形

売掛金

電子記録債権

2,673

1,845,552

121,269

契約負債（期首残高）

その他（前受金） 48,579

契約負債（期末残高）

その他（前受金） 46,288

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

　「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　（４）会計方

針に関する事項　⑥収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約残高

　当連結会計年度における当社及び連結子会社における契約残高の内訳は以下のとおり

であります。連結貸借対照表上は、顧客との契約から生じた債権は「受取手形及び売掛

金」となります。また、翻訳事業等において特定顧客から受領した契約負債等を「前受

金」として流動負債の「その他」に含めて表示しております。

（単位：千円）

　当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債残高に含まれていたもの

は、46,747千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

　個別の予想契約期間が１年を超える取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履

行義務に関する情報の記載を省略しております。なお、顧客との契約に関し、取引価格

に含まれていない重要な対価はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

　（連結貸借対照表）

　　前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めていた「電子記録

　債権」は、表示の明瞭性の観点から、当連結会計年度より独立掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の「電子記録債権」は126,424千円であります。

　　前連結会計年度において、「無形固定資産」の「その他」に含めていた「ソフトウエア仮勘

　定」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の「ソフトウエア仮勘定」は19,096千円であります。
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　　有形固定資産の減価償却累計額 151,963千円

場所 用途 種類 金額

大阪府大阪市 － のれん 36,507千円

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株　式　数（株）

普 通 株 式 3,369,000 － － 3,369,000

合 計 3,369,000 － － 3,369,000

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株　式　数（株）

普 通 株 式 18,822 85 6,700 12,207

合 計 18,822 85 6,700 12,207

４．会計上の見積りに関する注記

　　記載すべき重要な会計上の見積りはありません。

５．連結貸借対照表に関する注記

６．連結損益計算書に関する注記

　　減損損失

　　当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　　当社グループは、管理会計上の区分を基礎として、他の資産又は資産グルーピングから概ね

　独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資産のグルーピングを行っており

　ます。

　　その中で、事業譲受時に検討した事業計画において想定した超過収益力が見込めなくなった

　ことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

　上しております。なお、回収可能価額を使用価値により算出しており、将来キャッシュ・フロ

　ー見込額が不透明となったため、のれん残高の全額を減損処理しております。

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の減少の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　85株

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少　6,700株
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決 議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１ 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2025年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 251,263 75 2025年３月31日 2025年６月27日

イ.　配当金の総額 469,951千円

ロ.　１株当たり配当額 140円

ハ.　基準日 2026年３月31日

ニ.　効力発生日 2026年６月26日

(3) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

　2026年６月25日開催予定の第40回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関す

る事項を次のとおり付議いたします。

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、基本的に安全性の高い金融資産で余資運用

し、また、資金調達については、資金使途や調達環境を勘案し調達手段を決定しており

ます。デリバティブ取引については行っておらず、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

②金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。

　投資有価証券は、主に業務上又は資本提携等に関連する企業の株式であり、投資先の

事業リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払法人税等は、そのほとんどが３ヶ月内の支払期日であ

り流動性リスクに晒されております。

　長期借入金の使途は運転資金であり、支払金利の変動リスクを回避するため、固定金

利により資金調達を行っております。

③金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について営業業務処理規程に従い、各営業部において主要な取引

先の状況を必要に応じて調査し、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財

務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社に

ついても、当社の営業業務処理規程に準じて、同様の管理を行っております。また、

差入先に対する信用リスクについては、差入先の信用状況を定期的に把握すること等
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連結貸借対照表計上額（※） 時価（※） 差額

長期借入金 （12,400） （11,774） （625）

を通じて、リスクの軽減を図っております。

ロ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

　当社の経理部において適時に資金繰を管理しており、手元流動性の維持等により流

動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、現金及び預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、買掛

金、未払法人税等並びに１年内返済予定の長期借入金については、短期間で決済されるた

め時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。なお、連結貸借対照

表上の投資有価証券は、すべて市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額375,701千

円）であります。

（単位：千円）

※負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル

に時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

　該当事項はありません。
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時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － （11,774） － （11,774）

１株当たり純資産額 2,092円43銭

１株当たり当期純利益 137円79銭

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　長期借入金については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定し、レベル２の時価に分類しております。

９．１株当たり情報に関する注記
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（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部） （負 債  の  部）

【流 動  資  産】

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

仕 掛 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【固 定  資  産】

（有形固定資産）

建 物

工具、器具及び備品

（無形固定資産）

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

5,471,097

3,629,258

1,477

1,440,590

121,269

115,885

73,861

89,004

△250

2,366,284

160,081

145,561

14,519

315,302

9,179

306,122

1,890,900

167,310

1,280,369

70,034

168,538

203,856

1,249

△457
　

【流 動  負  債】 1,135,641

買 掛 金 555,183

未 払 金 112,661

未 払 法 人 税 等 77,491

返 金 負 債 2,362

賞 与 引 当 金 227,000

役 員 賞 与 引 当 金 20,000

そ の 他 140,941

【固 定  負  債】 184,314

役員退職慰労引当金 3,200

退 職 給 付 引 当 金 181,114

負 債 合 計 1,319,955

（ 純 資 産 の 部 ）

【株 主  資  本】 6,517,427

資 本 金 588,443

資 本 剰 余 金 478,823

資 本 準 備 金 478,823

利 益 剰 余 金 5,479,958

利 益 準 備 金 14,434

そ の 他 利 益 剰 余 金 5,465,523

自 己 株 式 △29,797

純 資 産 合 計 6,517,427

資 産 合 計 7,837,382 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,837,382

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,771,839

売 上 原 価 3,774,785

売 上 総 利 益 3,997,053

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,400,373

営 業 利 益 596,679

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,973

受 取 手 数 料 13,056

為 替 差 益 1,199

そ の 他 583 22,811

営 業 外 費 用

そ の 他 19 19

経 常 利 益 619,471

特 別 利 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 10,933 10,933

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 500

減 損 損 失 36,507 37,007

税 引 前 当 期 純 利 益 593,398

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 202,400

法 人 税 等 調 整 額 △15,663 186,736

当 期 純 利 益 406,661

損　益　計　算　書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

純 資 産

合 計資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本

合 計資本準備金
資本剰余金

合 計
利益準備金

そ の 他

利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益

剰 余 金

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 588,443 478,823 478,823 14,434 5,313,948 5,328,383 △46,303 6,349,346 6,349,346

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △251,263 △251,263 △251,263 △251,263

当 期 純 利 益 406,661 406,661 406,661 406,661

自 己 株 式 の 取 得 △157 △157 157 － －

譲 渡 制 限 付

株 式 報 酬
△3,664 △3,664 16,348 12,683 12,683

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 151,575 151,575 16,505 168,080 168,080

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 588,443 478,823 478,823 14,434 5,465,523 5,479,958 △29,797 6,517,427 6,517,427

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①関係会社株式………………………移動平均法に基づく原価法によっております。

②その他有価証券……………………市場価格のない株式等について、移動平均法による原

価法によっております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品…………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）によっており

ます。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物………………………………８～18年

工具、器具及び備品……………３～15年

②無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。

　(4) 引当金の計上基準

①貸倒引当金…………………………債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

②賞与引当金…………………………従業員の賞与支給に備えて、支給見込額の当事業年度

負担額を計上しております。

③役員賞与引当金……………………役員の賞与支給に備えて、支給見込額の当事業年度負

担額を計上しております。

④退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えて、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。

なお、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額

を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。
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⑤役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支給に備えて、当社内規に基づく

当事業年度末要支給額を計上しております。

なお、当社において当制度は2006年６月９日開催の取

締役会において廃止となり、「役員退職慰労引当金」

は制度廃止日に在任している役員に対する支給予定額

であります。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

(6) 収益及び費用の計上基準

　当社は、特許、医薬、工業・ローカライゼーション、金融・法務等の分野において、技

術文書やビジネス文書等の産業翻訳のサービス提供を行っております。顧客からの依頼に

基づき、翻訳文等の成果物を納品しており、成果物を納品した時点で、顧客が支配を獲得

し、支払を受ける権利が確定するため、履行義務が充足すると判断し、その時点で収益を

認識しております。また、一部の特定顧客との契約においては、顧客先での検収が履行義

務の充足の条件となっております。そのため、顧客先での検収が完了した時点で、顧客が

支配を獲得し、支払を受ける権利が確定すると判断し、その時点で収益を認識しておりま

す。なお、これらの収益は顧客との契約において約束された対価（販売システムに登録さ

れた登録単価に納品時に確定される文字数等を乗じた金額）で測定しておりますが、ボリ

ュームディスカウントが適用される場合の対価はリベートを控除した金額で測定しており

ます。当社グループが当事者として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の

総額で収益を表示しており、当社グループが第三者のために代理人として取引を行ってい

る場合には、顧客から受け取る対価の総額から第三者のために回収した金額を差し引いた

手数料の純額で収益を計上しております。なお、取引の対価は履行義務を充足してから１

年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

(7) その他計算書類作成のための重要な事項

退職給付に係る会計処理…………退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の

方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方

法と異なっております。

２．収益認識に関する注記

　「連結注記表　２．収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。

３．表示方法の変更に関する注記

（貸借対照表）

　　前事業年度において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めていた「電子記録債

　権」は、表示の明瞭性の観点から、当事業年度より独立掲記しております。

　　なお、前事業年度の「電子記録債権」は126,424千円であります。

　　前事業年度において、「無形固定資産」の「その他」に含めていた「ソフトウエア仮勘

　定」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

　　なお、前事業年度の「ソフトウエア仮勘定」は19,096千円であります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 104,616千円

①短期金銭債権 16,573千円

②長期金銭債権 50,000千円

③短期金銭債務 86,361千円

　　　①売上高 15,853千円

　　　②仕入高 357,137千円

　③販売費及び一般管理費 2,534千円

　　　営業取引以外の取引による取引高 13,517千円

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度

期首株式数（株）

当 事 業 年 度

増加株式数（株）

当 事 業 年 度

減少株式数（株）

当 事 業 年 度 末

株 式 数 （ 株 ）

普 通 株 式 18,822 85 6,700 12,207

合 計 18,822 85 6,700 12,207

４．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

５．損益計算書に関する注記

    関係会社との取引高

　　営業取引による取引高

　　減損損失

　連結注記表　６．連結損益計算書に関する注記に記載のとおりであります。

６．株主資本等変動計算書に関する注記

    自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の減少の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　85株

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少　6,700株
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繰延税金資産

　賞与引当金 71,436千円

　未払事業税 8,056千円

　未払社会保険料 11,219千円

　退職給付引当金 56,996千円

　関係会社株式評価損 20,836千円

　譲渡制限付株式報酬 19,761千円

　資産調整勘定 16,081千円

　その他 29,121千円

繰延税金資産小計 233,509千円

評価性引当額 △42,931千円

繰延税金資産合計 190,578千円

繰延税金負債

　前払年金費用 22,039千円

繰延税金負債合計 22,039千円

繰延税金資産の純額 168,538千円

　１株当たり純資産額 1,941円56銭

　１株当たり当期純利益 121円23銭

７．税効果会計に関する注記

（繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳）

８．１株当たり情報に関する注記
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指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 入 山 友 作

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 飛 田 貴 史

独立監査人の監査報告書

2026年５月20日

株式会社翻訳センター

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
大 阪 事 務 所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社翻訳センターの2025年４月
１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社翻訳センター及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影
響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。
　監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以上
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指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 入 山 友 作

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 飛 田 貴 史

独立監査人の監査報告書

2026年５月20日

株式会社翻訳センター

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
大 阪 事 務 所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第1号の規定に基づき、株式会社翻訳センターの
2025年４月１日から2026年３月31日までの第40期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監
査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載
内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に
その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正
又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告
書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の
利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の
表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。
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　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な
水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

　以上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第40期事業
年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び
結果につき以下のとおり報告いたします。

１.監査の方法及びその内容
　　　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

　　① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の
方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査室と連携の上、重要な
会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事
項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し
ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と
意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報
告を受けました。

　　② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明
細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２.監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると

認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載

内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め

られません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

　　2026年５月22日

　　　　　　　　　　　株式会社翻訳センター　監査等委員会

　　　　　　　　　　　　　　常勤監査等委員　　　　　　大西耕太郎㊞

　　　　　　　　　　　　　　監査等委員　　　　　　　　山本　淳　㊞

　　　　　　　　　　　　　　監査等委員　　　　　　　　村田　淳一㊞

（注）　常勤監査等委員大西耕太郎、監査等委員山本淳及び村田淳一は、会

社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　当社では、株主各位に対する利益還元を経営の重要な課題の一つとして認

識しており、安定的な配当の実施及び将来の事業拡大のための内部留保など

を総合的に勘案した利益配分を行うことを基本方針としております。この基

本方針のもと、2026年3月期～2028年3月期の中期経営計画を対象に、「株主

資本配当率（DOE）6％以上」および「総還元性向100％以上」を適用いたし

ます。これに基づきまして、第40期の期末配当につきましては、以下のとお

りといたしたいと存じます。

①  配当財産の種類

　  金銭といたします。

②  配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　  当社普通株式１株につき金140円といたしたいと存じます。

　  なお、この場合の配当総額は469,951,020円となります。

③  剰余金の配当が効力を生じる日

　  2026年６月26日といたしたいと存じます。
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候 補 者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株式の数

１
にの

二
 

　
 

　
みや

宮
 

　
 

　
しゅん

俊
 

 
いち

一
 

 
ろう

郎
（1969年7月21日生）

1997年４月 株式会社翻訳センター（東京）入社
2001年９月 当社東京営業部長
2004年６月 当社取締役兼東京営業部長
2005年４月 東京第一・第三営業部長兼営業戦

略室長
2007年４月 経営企画室長
2010年４月 経営企画室長兼内部監査室長
2011年４月 業務推進部担当兼経営企画室長兼

内部監査室長
2012年４月 業務推進部担当兼経営企画室長兼

内部監査室長兼品質管理推進部長
2012年10月 経営企画室長兼品質管理推進部長
2014年４月 東京第一営業部担当兼品質管理推

進部担当兼経営企画室担当
2015年４月 経営企画担当
2016年６月 営業統括兼経営企画担当
2017年４月 営業・経営企画統括兼業務推進部長
2017年６月 経営企画統括兼業務推進部長
2017年10月 経営企画統括
2018年６月 当社代表取締役社長（現任）

67,900株

（重要な兼職の状況）
株式会社メディア総合研究所　代表取締役社長
株式会社福山産業翻訳センター代表取締役社長
一般社団法人日本翻訳連盟 会長

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本

議案において同じ。）４名全員が任期満了となりますので、改めて取締役４名の

選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査等委員会から全ての取締役候補者について

適任である旨の意見を得ております。

　取締役候補者は次のとおりであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株式の数

２
たけ

武
 

　
 

　
やま

山
 

　
 

　
よし

佳
 

　
 

　
のり

憲
（1971年６月19日生）

2000年10月 当社入社
2008年４月 当社東京第一営業部長
2009年９月 当社東京第二営業部長
2015年４月 当社医薬営業部長
2017年６月 当社取締役（現任）営業統括兼医

薬営業部長
2017年11月 営業統括兼医薬営業部長兼工業・

ローカライゼーション営業部長
2019年４月 営業統括兼工業・ローカライゼー

ション営業部長
2021年４月 当社営業統括
2025年４月 当社営業統括兼医薬本部長兼医薬

本部制作部長兼マーケティング部

長（現任）

11,000株

（重要な兼職の状況）
株式会社パナシア　代表取締役社長
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候 補 者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株式の数

３
うお

魚
 

　
 

　
たに

谷
 

　
 

　
まさ

昌
 

　
 

　
し

司
（1973年９月25日生）

2002年４月 当社入社
2014年４月 当社経理部長
2018年６月 当社取締役管理統括兼経理部長（現任） 11,200株

（重要な兼職の状況）
なし

４
にし

西
 

　
 

　
の

野
 

　
 

　
な

奈
 

　
 

　
な

々
（1973年９月８日生）

2002年12月 当社入社
2014年４月 当社品質管理推進部長
2023年６月 当社取締役（現任）
2025年４月 当社業務統括 （現任） 3,000株

（重要な兼職の状況）
なし

（注) １.各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２.二宮俊一郎氏を取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。

二宮俊一郎氏は、当社および当社グループ会社において長年に亘り経営に携わり、

2018年６月から当社代表取締役社長を務めております。当社グループの事業における

豊富な経験と経営全般に関する知見を有していることから、引き続き取締役候補者と

いたしました。

３.武山佳憲氏を取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。

武山佳憲氏は、当社入社以来、主に営業部門に従事し、2017年６月から取締役を務め

ております。当社における豊富な業務経験と、営業部門に関する知見を有しているこ

とから、引き続き取締役候補者といたしました。

４.魚谷昌司氏を取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。

魚谷昌司氏は、当社入社以来、主に管理部門に従事し、2018年６月から取締役を務め

ております。当社における豊富な業務経験と、管理部門に関する知見を有しているこ

とから、引き続き取締役候補者といたしました。

５.西野奈々氏を取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。

西野奈々氏は、当社入社以来、主に営業部門に従事し、2023年６月から取締役を務め

ております。営業部門の制作工程および品質管理部門の責任者を務めており、当社に

おける豊富な業務経験と知見を有していることから、引き続き取締役候補者といたし

ました。

６.当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険)契約

を保険会社との間で締結し、各候補者が、取締役に就任した場合、当該保険契約の被

保険者に含まれることになり、当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務

の執行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けることによ

って生じることのある損害が塡補されます。なお、保険料は全額当社が負担してお

り、故意または重過失に起因する損害賠償請求は上記の保険契約により塡補されませ

ん。また、次回は2027年５月の更新を予定しております。
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する賞与支給の件

　当期末時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において

同じ。）４名に対し、当事業年度の業績等を総合的に勘案して、取締役賞与とし

て総額20,000,000円を支給することといたしたいと存じます。なお、各取締役に

対する支給金額は、取締役会にご一任願いたいと存じます。

　本議案は、当社が2021年２月12日開催の取締役会において定めた取締役の個人

別の報酬等の内容に係る決定方針等（その概要につきましては、事業報告「４.

会社役員の状況（9）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等」をご参

照ください。）に沿うものであり、相当であると判断しております。

　また、監査等委員会は、取締役の賞与に関して、当事業年度における業務執行

および業績等を評価したうえで、妥当であると判断しております。

以上

－ 53 －



メ　　モ



メ　　モ



株主総会会場ご案内略図 場所：大阪市中央区本町橋２番８号

大阪商工会議所　5階

電話　06－6944－6268

■ 交通のご案内　地下鉄堺筋線 堺筋本町駅　　　　　⑫号出口徒歩８分

地下鉄中央線 堺筋本町駅　　　　　①号出口徒歩８分

地下鉄谷町線・中央線 谷町四丁目駅④号出口徒歩８分

⑫

①

④

大阪東郵便局

大阪内本町郵便局

阪神高速13号東大阪線

中央消防署

中大江公園

内本町2

大手通2

中央区役所

東警察署

地下鉄中央線

東船場JCT
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